
(様式②－1）

［ 局 課]

1 款 1 項 2 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

事業費

方針に関する決裁  種別()

有（          ）・無
【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】

・11か所の汚水中継ポンプ場、15か所の雨水排水ポンプ場及び46か所のその他のポンプ場の維持管理。
・所管水再生センターの汚水圧送及び雨水排水により、浸水の防止を図る。

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
通年

【 事業開始年度 】

昭和37年度

【 根拠法令 】

地方自治法、地方公営企業法、下水道法、横浜市下水道条例、水質汚濁防止法、公害対策基本法、神奈川県生活環境の保全に

関する条例、大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、公害健康被害保障法

【 根拠とするデータ等 】

平成30年度水再生センター等運転管理年報

（ 局 － 4 ）

④その他 386,348 374,786 11,562 工事計画に伴う材料購入による増
　　合　　　　　　計 2,839,145 2,595,573 243,572

②修繕費 710,000 713,500 △ 3,500 中期計画による減
③委託料 630,674 659,882 △ 29,208 建築保全業務委託の減

46
15
11

２年度 元年度 差　引 説　　　　明
①動力費 1,112,123 847,405 264,718 新規稼働施設による増

その他ポンプ場揚水量(m3/年) 457,808 465,067 447,393 450,759 391,302 504,822 504,822
中継ポンプ場処理面積(ha) 10,474 10,474 10,474 10,474 10,474 10,474 10,474

汚水ポンプ場揚水量(m3/年) 246,871,790 246,444,340 236,686,950 247,705,500 221,908,470 242,881,000 242,881,000
雨水ポンプ場揚水量(m3/年) 13,997,740 11,433,740 10,912,032 13,184,350 7,457,370 11,881,040 11,881,040

雨水排水ポンプ場(か所) 15 15 15 15 15 15
その他のポンプ場(か所) 45 46 46 46 47 46

26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度実績 元年度見込 ２年度見込
汚水中継ポンプ場(か所) 11 11 11 11 11 11

環境創造

財　源　内　訳

企業債＋下水道
使用料等

企業債＋下水道
使用料等

企業債＋下水道
使用料等

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 村上　勝吉 松井　哉 中村　一彦

2,100,106 2,449,340 2,449,340

0 2,593,577
増△減 243,572 0 0 15,547 0 0

決
算

1,576,544 1,470,073 1,547,275

1,576,361 1,469,890 1,545,279

令和４年度

予
算

2,142,965 2,093,002 2,102,056
予
算

2,449,340 2,449,340

2,142,782 2,071,100

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

228,025
令和元年度 2,595,573 0 0 1,996 0

単独事業 補助率
補助事業

令和２年度 2,839,145 0 17,543 2,821,602

区　分 金　額 国 県 その他

ポンプ場事業 令和元年度
事業評価書

番号

企業債 下水道使用料等

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
環境創造 下水道施設管理

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政 令和元年度
事業評価書

番号

1-1-2
4

政策番号 主な施策番号


	3条（②-1施設整備費以外）

